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「空港運営のあり方に関する検討会」開催状況 

【第１回検討会 平成２２年１２月３日】

 

【第５回検討会 平成２３年３月８日】【第１回検討会 平成２２年１２月３日】
 ○空港運営等の状況 

・国土交通省成長戦略会議報告書の概要 
・空港を取り巻く状況 
・海外における空港民営化等の事例 

 ○討議 

【第５回検討会 平成２３年３月８日】
 ○空港ビル会社からのヒアリング 

・日本空港ビルデング株式会社    
代表取締役副社長  土井 勝二 氏 
顧問  古賀 茉貴雄 氏 

・那覇空港ビルディング株式会社 常務取締役  島田 章一郎 氏 ○討議
 ○今後の進め方について 
 

【第２回検討会 平成２３年１月２８日】 
 ○学識経験者からのヒアリング 

・株式会社大和総研  

・宮崎空港ビル株式会社 代表取締役社長  長濵 保廣 氏 
・北陸エアターミナルビル株式会社 代表取締役専務  岡田 靖弘 氏 

 ○海外LCCからのヒアリング 
・ジェットスター航空 

Group CEO Mr.Bruce Buchanan 
E i M S M Vi H ddシニアコンサルタント  平井 小百合 氏 

・関西学院大学経済学部 
教授            野村 宗訓 氏 

・慶應義塾大学商学部 
教授            中条  潮 氏 

Executive Manager Strategy Mr.Vincent Hodder
 

【第６回検討会 平成２３年４月２６日】 
 ○空港会社からのヒアリング 

・中部国際空港株式会社 代表取締役社長  川上 博 氏 
○地方公共団体からのヒアリング 

【第３回検討会 平成２３年２月８日】 
 ○金融機関・PPP関係者からのヒアリング 

・三菱商事株式会社 執行役員 
新産業金融事業グループ 産業金融事業本部長 廣本 裕一 氏 

・株式会社三井物産戦略研究所

○地方公共団体からのヒアリング
・福岡県 副知事  牛尾 長生氏 
・熊本県  副知事   兵谷 芳康氏 
・静岡県  理事（交通ネットワーク担当）  岩﨑 富夫氏 

 

【第７回検討会 平成２３年５月２３日】株式会社三井物産戦略研究所
プロジェクト・エンジニアリング室  室長 美原 融 氏 

・マッコーリーキャピタル証券会社  副会長 舟橋 信夫 氏 
 ○海外LCCからのヒアリング 

・エアアジアX Network Management Head Mr.Senthil Balan 
 

【第７回検討会 平成２３年５月２３日】
 ○自由討議 

 
【第８回検討会 平成２３年７月２６日】 
 ○取りまとめに向けた討議① 

【第４回検討会 平成２３年２月２５日】 
 ○本邦エアライン、航空連合からのヒアリング 

・全日本空輸株式会社 常務取締役執行役員  篠辺 修 氏 
・株式会社日本航空インターナショナル 

執行役員 経営企画本部長  佐藤 学 氏 
カイ ク株式会社 常務取締役 有森 和 氏

【第９回検討会 平成２３年７月２９日】 
 ○取りまとめに向けた討議② 
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・スカイマーク株式会社 常務取締役  有森 正和 氏
・株式会社フジドリームエアラインズ 取締役副社長 内山 拓郎 氏 
・航空連合 会長  山本 大博 氏 

 

２ 



本検討会の対象空港（国管理２７空港） 

（計３空港） （計２０空港） （計５空港） 

（計２０空港） 

（計３４空港） 

（計８空港） （計８空港） 

※ 伊丹空港については関西国際空港との経営統合が行われるため、本検討会の対象からは除いている。 ３ 



 

空港経営改革の必要性 

現状 
 

 

 

 

国管理空港の経営構造 
 

①航空系事業（滑走路等：国）と非航空系事業 

課題 

・ 非航空系事業の収益を原資とした着陸料等の 
低廉化により、航空ネットワークの拡大や利用

 

 

 

 

  （空港ターミナルビル等：民間）の主体が分離 
 
②空港整備勘定による国管理２７空港の全国 

プ 制

低廉化により、航空ネットワ クの拡大や利用 
 者増を図るといった世界標準の空港経営がで 
 きていない 
 

・ 地域と向き合った自立的な空港活性化に向け 
 

 

 

  

  プール制
 
 

地域 向き合 自 的な空港活性化 向け
 た取り組みが行われていない 
 

・ 空港単位での経営効率化インセンティブがない 

 

空港経営改革 

目指す姿
 
 
 
 

改革後の経営構造 
 
①航空系事業と非航空系事業を一体的に運営

空港経営改革の効果 
・ 空港の特性を活かし、地域の関係者と連携した 

戦略的な誘致活動の展開 
 
 
 

①航空系事業と非航空系事業を 体的に運営
 
②可能な限り個別空港単位での運営 
 
③空港運営 委託等 知恵と

戦略的な誘致活動の展開

・ 着陸料等の空港利用料金の低廉化、需要動向 
 にあわせた柔軟で機動的な設定 

４ 

 
 
  

③空港運営の民間委託等により民間の知恵と
  資金を導入 
 

・ 空港経営の徹底的な効率化、空港施設そのも 
 のの集客力、収益力の強化 



空港運営のあり方に関する検討会報告書のポイント① 

２つの方向性 
 
 
 

真に魅力ある空港の実現 
 ・ 就航路線・便数の拡大や利用者数の増大、 

地域の宿泊 物販等の拡大等を通じた地域

国民負担の軽減 
 

空港経営の徹底的な効率化とともに 施

２つの方向性 

 
 
 
 

  地域の宿泊・物販等の拡大等を通じた地域
  経済の活性化、雇用の拡大等 
 
 ・ 利用料金負担の低減等による航空会社の国 

際競争力の強化 空港機能向上による利用

・ 空港経営の徹底的な効率化とともに、施
 設としての集客力、収益力の強化を図る 
 ことで、空港経営に伴う赤字の縮小・解 

消、事業価値の最大化
 
 
  

     際競争力の強化、空港機能向上による利用
     者利便の向上 
 

消、事業価値の最大化
 

 

 
 Ⅰ 航空系事業と非航空系事業の経営一体化の推進 

４つの基本原則 

 
 
 
 
Ⅱ 民間の知恵と資金の導入とプロの経営者による空港経営の実現 
  ※土地等の所有権は国に残し、航空系事業と非航空系事業を一体的に運営する権利を民間に付与する「コンセッション＝運営委託」 

方式を主たる手法として想定 
 
 
 

   方式を主たる手法として想定

Ⅲ 空港経営改革に関する提案の公募と地域の視点の取り込み   

 
 
 

５ 

   
Ⅳ 空港経営改革の推進のための民間の専門的知識・経験の活用 
   



空港経営改革の実行プロセス

空港運営のあり方に関する検討会報告書のポイント② 

 
 
 

空港経営改革 実行

 （１）「空港経営改革の実行方針」の策定 

２０１２年度（平成２４年度）の夏頃まで 

 
 
 

  

 （２）民間投資家等のほか、地方自治体等、幅広い関係者から、個別空港を対象とした 

（１）の策定以降、２０１３年度（平成２５年度）まで 
 

 
 
 

   空港経営改革に関する具体的な提案の募集 

２０１３年度（平成２５年度）中の早い段階 
 
 
 

 （３）経営一体化と運営委託の推進体制の整備  
 個別空港毎の民営化手法等の具体的な検討、経営一体化に向けた円滑な交渉、開示資料の作成、運営  

主体選定・契約締結・モニタリングの支援等を実施
 
 
 

      主体選定 契約締結 モ タリングの支援等を実施
 一定の期限付きで、官民のプロにより構成される公的な専門機関を新たに設置することも含めて検討 

  
２０１４年度（平成２６年度）以降、概ね２０２０年度（平成３２年度）まで 

 
 
 

 （４）民間への運営委託等の実行 
  ［第１フェーズ］２０１４年度（平成２６年度）～２０１８年度（平成３０年度）までの５年間 
   →可能な限り多くの空港の民間への運営委託を推進 
 

 
 

６ 

  ［第２フェーズ］２０１９年度（平成３１年度）～概ね２０２０年度（平成３２年度）まで 
   →やむを得ず同様の取扱いができない空港についても、空港経営改革を実現 
  
 


